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御坊市斎場火葬炉設備改修工事プロポーザル実施要領 

 

１．目 的 

御坊市斎場は、平成元年に竣工し、毎年保守点検と修繕を実施しているが、設備の老朽化が進

み、経年劣化による故障が増えている。また、近年の柩サイズの大型化に伴い、大型炉が一炉

しかないため、対応が困難になることがあり更新が必要である。 

今回、火葬炉設備の改修工事にあたり、市の意向を十分に理解したうえで、優れた技術水準及

び実績を持ち、当斎場の運営に熱意と責任をもって対応できる火葬炉設備工事業者を選定する

ことを目的に、公募型プロポーザルを実施するものである。 

 

２．事業概要 

（１）工事の名称  御坊市斎場火葬炉設備改修工事 

 （２）工 事 場 所   御坊市島 地内 

 （３）火 葬 炉 数  火葬炉 ３炉 

 （４）工 事 内 容  火葬炉設備の改修に伴う実施設計、工事施工 

 （５）期 間  以下のとおり 

              ・実施設計書作成期間  仮契約後日から令和７年度中 

            ・工 事 期 間  令和７年度～令和１０年度（予定） 

  （６）概算事業費  提案する見積価格の上限は￥３２２，０００千円（消費税及び 

地方消費税の額を除く。）とする。 

 

３．参加資格要件 

  本審査に参加できる者は、次に掲げる条件を満たしている者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者。 

（２）令和７年度御坊市入札参加資格者名簿のうち、建設工事の区分に登録された者。 

ただし、建設工事の区分に登録されていない者が、本プロポーザルに参加する場合は、

参加表明書の提出までに、本実施要領「７．参加表明書の提出」に記載している参加資

格審査申請を行い、これが正式に受理されることにより、御坊市入札参加資格者名簿に

登録された者と同等であるとみなすものとする。 

なお、この参加資格は、本工事に対してのみ有効とする。 

（３）参加表明書の提出期限の日から選定までの期間に、御坊市建設工事等指名停止等の措

置要綱に基づく、指名停止期間中でないこと。 

（４）近畿２府４県内に本社、支社、支店、営業所等があり、保守点検等のメンテナンス技術

者が支社、支店、営業所等において合計で５名以上常駐していること。 

（５）建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく機械器具設置工事について、特定建設

業の許可を受けている者。 

（６）工事施工にあたり、配置技術者は、建設業法第２６条に規定する主任技術者又は監理技

術者を配置できること。なお、配置技術者は技術提案書提出以前３か月以上の恒常的な

雇用関係にあること。 

（７）建設業法第２７条の２３の規定により直前の決算に基づく経営事項審査を受け、当該経

営事項審査に係る総合評定通知書が有効期間内であり、かつ（５）に定める工種につい

て総合評定値が１，０５０点以上である者。 
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（８）過去５年以内（令和２年４月以降）に元請として単体又は共同企業体の構成員（代表構

成者に限る。）として、新築又は改築した２基以上の火葬炉（人体炉）を備える火葬場に

おいて、自ら製造し、設置完了した火葬炉設備工事の施工実績を有すること。ただし、

単なる火葬炉改修工事は除く。 

（９）御坊市暴力団排除条例第２条第１項第１号から第３号に定める暴力団等に該当しない

こと。 

（１０）会社更生法又は民事再生法に基づき手続き開始の申し立てがなされている者でない

こと。（手続き開始決定後、資格の再認定を受けた者を除く。） 

 

４．スケジュール（予定） 

１ 公募開始 令和７年 ４月１０日（木） 

２ 質問書の受付開始 令和７年 ４月１１日（金） 

３ 質問書の受付締切日 令和７年 ４月１８日（金）午後５時必着 

４ 質問に対する回答期限 令和７年 ４月３０日（水） 

５ 参加表明書受付締切日 令和７年 ５月１６日（金）午後５時必着 

６ 参加資格確認結果通知 令和７年 ５月２３日（金） 

７ 技術提案書等の受付締切日 令和７年 ７月 ４日（金）午後５時必着 

８ プレゼンテーション審査日 令和７年 ７月２３日（水）（予定） 

９ 審査結果（内定）の通知 令和７年 ７月 下旬（予定） 

 

５．質問の受付及び回答 

  実施要領等について質問がある場合は、次のとおり受け付ける。 

（１）提出期間 

     令和７年４月１１日（金）から令和７年４月１８日（金）午後５時必着 

（２）質問方法 

     質問書によりメールでのみ受け付ける。 （様式２） 

     電子メールアドレス shiminkankyo@city.gobo.lg.jp 

（３）回答方法 

     技術提案に関する質問については、Ｑ＆Ａ形式で御坊市のホームページで公表する。

それ以外の質問については、個別にメールにて回答する。 

 

６．施設の現地調査について 

  技術提案書の作成にあたり、「御坊市斎場」の現地調査を行う場合は、次の期間に限る。 

なお、必ず事前に調査日時を連絡のこと。 

（１）連絡方法  メールでのみ受け付ける。 

  （２）連 絡 先  上記５．（２）を参照 

  （３）期 間   令和７年５月２６日（月）から令和７年６月２０日（金）まで 
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７．参加表明書の提出 

（１）提出期限  令和７年５月１６日（金）午後５時必着 

（２）提出方法  持参または郵送により提出することとし、持参の場合の受付は、土、日 

及び祝日を除く日の午前９時から午後５時までとする。 

また、郵送の場合は、書留等配達過程が記録されるものに限る。 

（３）提出場所  〒６４４－８６８６ 和歌山県御坊市薗３５０番地２ 

           御坊市役所 市民生活部 市民環境課 

（４）作成方法  参加表明書は様式１により作成し、次に示す図書を添付すること。 

           ①会社概要 （様式３）  

           ②施工実績 （様式４）（様式４、別記４－①） 

（５）参加資格審査申請 

  本実施要領「３．参加資格要件（２）」に記載している参加資格審査申請が必要な者は、

参加表明書の提出までに下記の書類を提出すること。 

◆提出書類 下記のとおり（Ａ４サイズ・ファイル綴） 

①一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書 

国土交通省申請書類（様式１-１、１-２、１-３） 

②工事分割内訳表  国土交通省申請書類（様式２） 

③業態調書     国土交通省申請書類（様式３-１、３-２、３-３、３-４） 

④営業所一覧表   国土交通省申請書類（様式４） 

⑤暴力団排除に関する誓約書  御坊市独自様式 

⑥建設業許可証明書の写し 

⑦総合評定値通知書の写し 

⑧工事経歴書（１年分） 

⑨法人…履歴事項全部証明書（写し可）  ３か月以内のもの 

    個人…代表者の身分証明書（原本）   ３か月以内のもの 

⑩建設業、または中小企業退職金共済加入証明書（写し可） 

⑪法人税・消費税及び地方消費税の納税証明書（その３等）３か月以内のもの 

⑫使用印鑑届（原本）  任意様式 

⑬印鑑証明書（写し可）  ３か月以内のもの 

⑭委任状（原本）  任意様式 

    営業所等に入札参加を委任される場合のみ。 

⑮ＩＳＯの認証取得をされている場合は、審査登録証の写し 

⑯代理申請を行う場合は、申請本人から申請代理人への委任状が必要。 

（６）参加資格確認結果の通知 

参加者が、本実施要領「３．参加資格要件」に記載している要件を全て満たしているか

どうかを確認し、その結果を令和７年５月２３日（金）までに書面を郵送して通知する。 

 

８．技術提案書の提出 

（１）提出期限  令和７年７月４日（金）午後５時必着 

（２）提出方法  持参または郵送により提出することとし、持参の場合の受付は、土、日及

び祝日を除く日の午前９時から午後５時までとする。 

また、郵送の場合は、書留等配達過程が記録されるものに限る。 
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（３）提出場所  〒６４４－８６８６ 和歌山県御坊市薗３５０番地２ 

           御坊市役所 市民生活部 市民環境課 

（４）作成方法  １１. 技術提案書作成要領の定めによる。 

 

９. 基本方針 

火葬炉設備改修工事にあたって、次に示す事項について十分に留意して技術提案書の作成を

行うこと。 

（１）既存施設を稼動しながら改修工事を行う計画としていることから、設備の配置、工事手

順等を十分に考慮すること。なお、既設及び新設を問わず改修期間中は常時火葬炉１炉

以上が稼動可能となるような改修工程とし、現況建物本体及び各設備への影響や既設

火葬炉の稼動に出来る限り影響が出ないように配慮すること。 

（２）工事施工にあたっては、次の事項に注意すること。 

ア．新しい火葬炉設備設置に際して排気筒の位置を変更する必要がある場合は、既存排気

筒を全面撤去することとし、撤去後の炉室屋上は全面的に改修する必要があること

から、新しい排気筒の設置も含めて既存屋上の構造等を考慮して改修を行うことと

する。なお、必要に応じて雨水侵入防止のための防水工事を行うこと。 

イ．その他、既存建物の改修に際しては、事前に既存斎場を十分に調査し、自社において

最も適正と考えられる計画案や工事手順等を提案すること。 

（３）「火葬場から排出されるダイオキシン類削減対策指針」及び大気汚染防止法等の法的な

規制基準値等を考慮し環境汚染防止対策「ばい煙（ダイオキシン類を含む）、悪臭、騒

音、振動等」並びに周辺環境の保全に十分配慮した設備とすること。 

また、温室効果ガス（ＣＯ2）削減対策や省エネ対策を考慮した設備とすること。 

（４）火葬炉設備の改修にあたって、既存の受変電設備の容量（１３０kVA）で稼働が可能か

検討すること。また、受変電設備からのケーブル容量や引き込み位置の変更が必要とな

る場合の条件について提案すること。              様式５ 

（５）今回の改修計画においては、住民サービスを考慮すると火葬炉は運転を停止すること

が出来ない設備であることから、仮に停電が発生した場合の対応に係る方策について

提案すること。                        様式５                          

（６）既存建物は新しい耐震構造指針（平成５年）以前に建設された施設であることから、重

量機器の設置に伴い建築荷重等には十分に配慮すること。 

（７）火葬炉設備の運転管理が容易であり、十分な安全対策が図られたシステムとし、自動化

することが望ましい箇所については、誤操作の恐れがなく、かつ操作が容易であるよう

に極力自動化が図られた設備とし、自動化した場合においても、遺体の尊厳を保つ上で

十分に配慮した設備であること。 

（８）火葬炉設備は高い安全性と十分な耐久性を有し、維持管理が容易にできる設備とし、労

力の省力化及び省エネルギー化に配慮した設備とし、また、各設備とも十分な耐久性を

有し諸経費の軽減が図られた設備であること。 

（９）施設の作業環境及び労働安全衛生に十分配慮した設備であること。 

（１０）各炉間は保守点検スペース、将来の火葬炉設備の改修等を考慮した炉間の間隔、通路

等の確保を考慮すること。 

（１１）点検整備等により、運転停止中の火葬炉がある場合においても運転停止中の火葬炉を

除く他の火葬炉の単独運転が支障なく行えるシステムとすること。 
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（１２）定期的な保守点検やアフターサービス体制が優れているほか、緊急時及び災害時にお

ける体制や対応が迅速で正確であること。 

（１３）災害時の対応を考慮した設備であること。 

（１４）常に、稼働が可能な施設とするため災害時等のバックアップのための必要な設備、機

器類を設置するとともに、耐震性にも考慮した設備とすること。 

（１５）火葬炉設備改修工事にあたり、建築物の工事にかかる施工にあたっては、原則として

地元施工業者の協力を考慮して施工を行うよう計画すること。 

（１６）改修する火葬炉設備の供用開始後の火葬業務について、新旧の火葬炉設備の切り替え

時の運転操作において考慮する事項について記載すること。 

 

１０. 計画主要項目及び能力 

（１）年 間 火 葬 件 数  ４０１件／年（令和６年度実績） 

（２）炉 数  ３炉 

（３）火 葬 炉 型 式  主燃焼炉：台車式大型炉（前入れ前出し） 

              再燃焼炉：主燃焼炉直上型、１炉１再燃焼方式 

（４）燃 料  灯油 

（５）火 葬 炉 の 配 置  各社独自の空間で計画すること。 

現況図（図４）を参考に自社の炉設備を設置する場合の計画（案）

について提案すること。 

なお、本斎場における火葬炉設備改修工事にあたって考慮する必

要のある設備・空間としては次のとおりとする。また、火葬は１時

間間隔での受入れとし、１日最大４件の火葬が可能となる計画と

すること。 

①火葬炉室：火葬炉 ３炉 

②監視室：デスクとデスク上にパソコン等の設置 

③電気設備：動力盤、制御盤、操作盤等 

④燃料供給設備：オイルタンク、オイルポンプ等 

⑤その他火葬炉設備業者独自で必要とする設備 

（６）排 気 方 式  強制排気方式とする。 

（７）炉 内 温 度   主燃焼炉は遺体及び副葬品等を適正に火葬できる炉内温度を保持

し、再燃焼炉内温度はダイオキシン類等の環境汚染物質の加熱分

解に必要な温度である約８００℃以上９５０℃以下に保つこと。 

（８）電気計装設備   

①現場操作盤 タッチパネル形式とし、火葬システムは各社独自とするが、各設備におけ

る動作表示の監視及び主要設備の制御ができる機能を有すること。 

②中央監視装置 火葬システムは各社独自とするが、パソコンによる集中監視及び制御が

できる設備、装置とし、炉内温度及び炉圧、排ガス温度等のデータを蓄積

でき、火葬炉の運転管理に反映できる機能を有すること。 
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（９）火葬対象及び火葬時間等 

①標準火葬重量 

遺体重量（標準体重） 柩重量 副葬品 合計 

７５ｋｇ ２０ｋｇ ５ｋｇ １００ｋｇ 

    ※燃焼計算については、遺体体重は７５ｋｇと設定する。 

また、遺体重量１００ｋｇ以上の大型遺体の火葬も可能であること。 

   ②最大柩寸法 

市販の業者が製造する次に示す大型の柩の火葬も可能であること。 

 

 

③火葬時間 

遺体の標準体を７５ｋｇと設定し、主燃焼バーナ着火から主燃焼バーナ消火までの時間

を概ね６５分とする。なお、大型の遺体や副葬品の状況により、火葬時間の延長も考えら

れ、発生する排ガス量についても増大することが考えられることから、排ガスの処理に係

る各設備機器の処理能力は、余裕を持った設備計画とすること。 

④冷却時間 

火葬炉内における炉内台車と焼骨（遺骨）の冷却時間は約２０分以内とする。 

（１０）排出基準値     

      次に示す排出基準値は、性能保証事項とする。 

長さ 幅 高さ 

２，１００ｍｍ ６５０ｍｍ ６５０ｍｍ 

 項    目 排 出 基 準 値 

排ガス濃度 

(排気筒出口) 

ばいじん量 ０．１ｇ／Ｎ㎥以下  

硫黄酸化物 ３０ｐｐｍ以下  

窒素酸化物 ２５０ｐｐｍ以下  

ダイオキシン類 

(※酸素濃度 12％換算値とする。) 
１.０ｎｇ－ＴＥＱ／Ｎ㎥以下  

一酸化炭素 平均 ５０ｐｐｍ以下 

最大１５０ｐｐｍ以下  

塩化水素 ５０ｐｐｍ以下  

悪臭物質濃度 

(敷地境界線) 

アンモニア １ｐｐｍ以下  

メチルメルカプタン ０．００２ｐｐｍ以下  

硫化水素 ０．０２ｐｐｍ以下  

悪臭物質濃度 

(敷地境界線) 

硫化メチル ０．０１ｐｐｍ以下  

二硫化メチル ０．００９ｐｐｍ以下  

トリメチルアミン ０．００５ｐｐｍ以下  
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（１１）告別方法  

斎場職員及び遺族等により柩を霊柩車から柩運搬車に載せ替え、この柩運搬車を告別室

に移動し、斎場における告別の儀式を行い、その後、柩（遺体）を火葬炉内の台車上に載

せ替え、火葬を行う。 

なお、運搬車等の型式・構造については、炉設備業者の提案とする。 

（１２）収骨方法 

火葬及び冷却終了後、炉内台車を炉前ホールに引出し、台車上の焼骨（遺骨）を炉       

内台車上から直接収骨する。 

（１３）運転回数 

１炉１日あたり最大２回とする。 

アセトアルデヒド ０．０５ｐｐｍ以下  

スチレン ０．４ｐｐｍ以下  

プロピオン酸 ０．０３ｐｐｍ以下  

ノルマル酪酸 ０．００１ｐｐｍ以下  

ノルマル吉草酸 ０．０００９ｐｐｍ以下  

イソ吉草酸 ０．００１ｐｐｍ以下  

酢酸エチル ３ｐｐｍ以下  

トルエン １０ｐｐｍ以下  

キシレン １ｐｐｍ以下  

メチルイソブチルケトン １ｐｐｍ以下  

イソブタノール ０．９ｐｐｍ以下  

プロピオンアルデヒド  ０．０５ｐｐｍ以下  

ノルマルブチルアルデヒド ０．００９ｐｐｍ以下  

イソブチルアルデヒド ０．０２ｐｐｍ以下 

ノルマルバレルアルデヒド ０．００９ｐｐｍ以下 

イソバレルアルデヒド ０．００３ｐｐｍ以下 

臭気指数 
排気筒出口（臭気濃度） １０００以下  

敷地境界（臭気指数） １０以下  

騒  音 

作業室内（稼動時） ８０ｄＢ（Ａ）以下  

炉前ホール（稼働時） ６０ｄＢ（Ａ）以下  

昼間敷地境界（稼働時） ５０ｄＢ（Ａ）以下  

振  動 
作業室内（稼動時） ６０ｄＢ（Ａ）以下  

昼間敷地境界（稼動時） ５０ｄＢ（Ａ）以下  
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（１４）運転管理 

監視室を整備し、火葬（燃焼）状況、炉内温度の状況、排ガス状況等の監視と制御が可能

であること。また、運転・監視及び環境汚染防止対策に役立つ必要なデータ収集・処理と

それぞれの記録の集積を行うことができ、モニターに各データの表示（グラフィック表示

等）ができるシステムとすること。 

（１５）改修手順について 

前記、９．（１）に示したように、既存火葬炉を稼動しながら、火葬炉設備の改修工事を

行うことから、既存火葬炉設備の解体撤去、新設火葬炉設備の設置等、各社の考え方によ

る改修手順及び基本的な図面(配置、平面、立面等）の作成を別途添付した現況図（図４）

を参考に提案をすること。 

（１６）安全対策  

①斎場を利用する遺族、会葬者及び職員の安全と事故防止に十分配慮した設備であるこ

と。 

②日常の火葬炉設備の運転について、危険防止及び操作ミス防止のために、各種インター

ロック装置を設け、非常時の場合には各装置が全て安全側に作動するようにエマージェ

ンシー回路（危険回避機能）を設けること。 

③新しく設置する設備機器において、自動化した部位については、全て手動操作が可能な

ように設計すること。 

（１７）非常時の運転  

災害時等の緊急停止時における停電については、前記９．（５）の考え方により電力供給

を受けるシステムとすること。 

（１８）工事範囲 

火葬炉設備改修工事については、一括発注とし、燃料供給に係る工事については、サービ

スタンク以降（ストレージタンクからサービスタンクまでの給油ポンプは含まない）から

の工事とすること。 

なお、必要な項目は各社にて追記すること。 

（１９）保  証 

①責任施工 

     改修する火葬炉設備の性能及び機能は、受注者の責任により発揮され、かつ保証され

なければならない。また、受注者は本プロポーザル実施要領に明記されていない事項

であっても、工事の目的を達成するうえで当然必要な設備機器等は、本市と協議の上、

受注者の負担で施工しなければならない。 

②保証期間 

     改修する火葬炉設備の保証期間は、工事期間が複数年にまたがる可能性があるこ     

とから、炉ごとに期間を定めることとし、各炉別の正式引き渡しの日から原則として

２年間とする。 

なお、受注者の故意、又は重大な過失により故障が生じた場合は、別途本市と協議の

上決定する。 

     ③保証内容 

ア．保証期間中は、台車表面保護剤、柩受け金物を除き、全ての設備機器の保証をす

るものとする。 

イ．保証期間中に生じた設計・施工及び材質並びに構造上の欠陥によるすべての破損
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及び故障は、受注者の負担により速やかに修理（補修）、改造又は交換しなければ

ならない。ただし、本市の誤操作及び天災等の不測の事故に起因する場合はこの限

りでない。 

    ④引渡し性能試験の実施 

工事期間内又は工事完了後において主要な設備機器の能力等の性能試験を実施するこ

と。さらに、火葬炉設備の引渡し後１か月以内に火葬炉の排ガス測定等を実施し、正常

な機能が発揮することを確認する。なお、十分な性能が得られない場合は、改修計画書

を提出し、受注者において速やかに適正な改修工事を行い、改めて排ガス測定等の性能

試験を実施し、その結果を報告し、本市の承認を得ること。 

（２０）許認可申請 

工事内容により関係官庁へ認可申請、報告、届出等の必要がある場合には、その手続き

は受注者の経費負担により速やかに行い報告すること。また、受注者は、工事範囲にお

いて本市が必要とする関係官庁への許認可申請、報告、届出等を整理し、書類作成等に

ついて協力し、その経費を負担すること。 

 

１１. 技術提案書作成要領 

（１）基本事項 

    ①火葬炉設備に係る技術提案書は、原則として御坊市斎場火葬炉設備改修工事プロポー

ザル実施要領様式集のうち、様式５から様式９までで表現すること。 

ただし、次の（２）に示した提出図書のうち、どの様式でも表現できない事項について

は任意様式で提出してもかまわない。 

    ②技術提案書は、Ａ４縦ファイルの左綴じ製本とすること。 

    ③提出部数については、１０部（正本１部、副本９部（複写可））とする。 

（２）提出図書（様式を示していない図書については全て「任意」様式とする。） 

    ①火葬炉設備改修にかかる工事仕様書                  

     （火葬炉設備全体の具体的な設備仕様書を添付のこと。）       

    ②燃焼計算 

ア. 火葬１体に係る燃焼計算書 

イ. 主燃焼炉及び再燃焼炉の炉内容積及び燃焼負荷計算（主燃焼炉、再燃焼炉） 

ウ. その他、必要があるもの。 

③工事工程表（年次別に完成までの工事工程と設備全体の竣工までの工程） 

④御坊市斎場での新旧火葬炉設備の切り替えに係る注意事項等について  様式５ 

⑤図面（次に示す図面を提出すること。Ａ－３見開きで統一する。） 

ア. 火葬炉設備フローシート及び火葬炉設備計装フローシート 

イ. 火葬炉設備設置にかかる配置図、平面図、立面図（点検スペース等を考慮した必

要寸法を示すものとする。）また、主要設備の重量（床面に係る荷重）を記載す

ること。 

ウ. 築炉構造図 

エ. 炉内台車 

オ. バーナ（主燃焼及び再燃焼） 

カ. 燃料供給設備（サービスタンク、オイルポンプ等） 

キ. 排気筒 
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ク. 柩運搬車及び炉内台車運搬車（構造及び型式は炉設備業者の提案とする。） 

    ⑥電気計装設備に関する提出図書 

ア. 電気設備容量計算書及びシステム運転時負荷計算書 

イ. 主要な設備機器の仕様書 

ウ. 制御及び計装一覧表 

エ. 監視室、炉前操作盤、炉制御盤等必要な盤類の形態図及び制御システム内容 

⑦年間維持管理概要書                         様式６ 

単年度に必要な維持管理の概要と費用について記述するとともに、新しい火葬炉設備

の導入以後の１０年間に必要な維持管理の概要及び費用についても記載すること。 

⑧主要機器の修理・部品交換等の費用及び保証期間一覧          様式７ 

    ⑨見積書（実施設計・工事）    

 ア．見積書（設計業務）                     様式８－１ 

 イ．見積書（設計業務）の内訳                  様式８－２ 

 ウ．見積書（工事）                       様式８－３ 

 エ．項目別工事見積書                      様式８－４ 

                             様式８－５ 

見積書の内容は、技術提案書の内容（建築物の改修工事を含む）を反映させたものと

すること。 

⑩提案事項（火葬炉設備業者としての考え方・方針等） 

ア. 自然災害等に対する安全性の確保及び緊急停止時等の対策    様式９－１ 

イ. アフターサービスの考え方と体制                様式９－２ 

ウ. 周辺環境の保全に対する取組方法               様式９－３ 

エ. 火葬炉設備における省エネ対策及びコスト縮減に対する取組   様式９－４ 

オ. 今回提案する火葬炉設備の特徴と緊急時の考え方と対応方法   様式９－５                    

（３）その他 

   ①様式９－５については、自社の火葬炉設備において最も特徴としている事項（強調すべ

き点）を簡潔に列記し、記載すること。 

②各設備については、別紙火葬炉設備基本仕様書を考慮して設備計画を行うこと。 

 

１２．審査方法 

（１）プレゼンテーション及び質疑応答 

①実施日  令和７年７月２３日（水） ※予定 

   ②出席者  ５人以下 

③時 間  説明は３０分以内とする。その後、必要に応じて質疑応答を行う。 

④機 器  マイク、プロジェクター、スクリーンは当市が用意する。 

その他必要となる機器（パソコン等）については提案者で準備すること。 

なお、パソコン以外の機器を使用するときは事前に連絡し当市担当者の確認

を受けること。 

⑤場 所  御坊市役所 １階 多目的ホール 

         ※具体的な日時については、技術提案書提出者に対し、別途通知する。 

（２）審査 

審査は、御坊市斎場火葬炉設備改修工事審査委員会（以下「審査委員会」という。）にお
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いて下記「評価項目」に基づき組織体制、技術提案内容、見積額、プレゼンテーション等

を総合的に審議し、評価点数の高い順に最優秀候補者と次点候補者を選定する。 

評価項目 

 

 

 

 

 

 

（３）審査結果 

審査結果は書面により通知する。なお、最優秀候補者又は次点候補者として選定されな

かった者は、その理由について通知日の翌日から起算して７日以内に本市に対して説明

を求めることができる。 

（４）その他 

次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

     ①資格要件を満たさない者が提案書を提出したとき。 

     ②提案書に虚偽の記載があったとき。 

     ③提出書類の提出方法又は提出期限に適合しない者。 

     ④プレゼンテーションに出席しなかった者。 

⑤その他審査委員会が不適当と認めた者。 

 

１３．契約の締結 

 （１）最優秀候補者として特定されたものを対象とする工事請負契約書は、提出された技術提

案書等に基づき工事内容の詳細について協議の上仮契約手続きを行う。 

この契約は御坊市の議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年条例第１号）第２条の規定による市議会の議決を得た日から本契約とする。 

また、当該仮契約の内容につき議会の議決が得られないときは契約の効力を失うことと

なり、これらによって最優秀候補者に損害が生じても、本市はその責めを負わない。 

（２）仮契約後、最優秀候補者は、御坊市斎場火葬炉設備改修工事の実施設計図書の作成を履

行することとする。これについては、技術提案書等に記載された内容を反映しつつ、本

市と協議しながら行うものとする。 

    なお、この実施設計図書の作成に関して発生する費用は、最優秀候補者の負担とする。 

（３）実施設計図書が、技術提案書等と比較して機能の追加がない場合には、この実施設計図

書に基づく見積額は、技術提案書の際に提出された項目別工事見積書の金額と比較して、

原則として同額以下とならなければならない。ただし、実施設計図書作成期間における、

項    目 評価の視点 

１．組織・会社経営内容 経営状況、納入実績、アフターサービス等 

２．炉設備技術評価 設計計算と整合性、適正な設備機器計画等 

３．環境保全対策 排出基準値に対応が可能な炉設備構造等 

４．施設管理 
維持管理費用の適正さ、設備設置に必要な空間の確保 

維持管理経費の試算、火葬業務委託等の費用試算等 

５．工事額 設備仕様に整合し、適正な見積金額か 

６．提案事項 
提案内容として、自然災害に対する安全性の確保及び

緊急時の考え方と対応方法、工事手順の適正さ 

７．プレゼンテーション 

・ヒアリング 

表現力、説得力 

取組み姿勢及び意欲 
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発注者からの指示及び予見不可能な事由に起因する変更並びに社会経済情勢の変化に

よる見積額の変更については、別途協議するものとする。 

（４）最優秀候補者が災害等の特別な理由により契約が締結できない場合は、選定時に順位付

けした順に契約交渉を行うものとする。 

（５）契約金の支払いは、令和７年度は前払金及び設計料、令和８年度、令和９年度は中間前

払金又は部分払金、令和１０年度は残金を支払う。 

（６）支払い方法及び契約保証は、御坊市財務規則（昭和３９年規則第４号）の規定によるも

のとする。 

 

１４．その他 

（１）技術提案書作成に係る費用は全て参加者の負担とする。 

（２）参加者数が１者の場合でも、本プロポーザルは実施する。 

（３）提出された関係書類等は返却しない。 

（４）提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は認めない。 

（５）技術提案書の著作権は原則として参加者に帰属するものとする。 

ただし、本市最優秀候補者及び次点候補者の選定に必要と認める場合は、無償で使用する

ことができるものとする。 

（６）提出書類は、本市において選定に伴う作業等の必要な範囲において複製できるものとす

る。 

（７）本審査に係る情報公開請求があった場合は、御坊市情報公開条例（平成１２年条例第２９

号）及び御坊市プロポーザル方式による事業者選定情報に係る情報公開基準に基づき、

提出書類等を公開することがある。 

（８）参加者は、最優秀候補者及び次点候補者選定後、本審査に係る要領等の内容又は錯誤等を

理由に異議を申し立てることはできないものとする。 

（９）提出書類に虚偽の記載をした場合は、参加申込を無効にするとともに、指名停止措置を行

うことがある。 

 

１５．問い合わせ先 

   担 当： 御坊市役所 市民生活部 市民環境課  中西、林 

   住 所： 〒６４４－８６８６ 和歌山県御坊市薗３５０番地２ 

Ｔ Ｅ Ｌ： ０７３８－２３－５５００ 

Ｆ Ａ Ｘ： ０７３８－２４－３２５５ 

E - m a i l :  shiminkankyo@city.gobo.lg.jp 












